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足立区福祉施設指定管理者募集要領 足立区大谷田グループホーム 

 

 足立区知的障がい者大谷田グループホーム（以下「足立区大谷田グループホーム」という。）

は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１７項が定める共同生活援助を実施す

ることを目的として設置された施設であり、足立区知的障がい者大谷田グループホーム条

例（平成１６年６月２４日条例第３０号。以下「条例」という。）に基づいて運営を実施し

ています。 

 この趣旨に沿った運営管理を適正かつ効率的に行うため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項及び条例第１６条の規定により、足立区大谷田グループホー

ムの管理運営を行う法人を募集します。 

この募集にあたり指定管理者制度を導入する目的は、指定管理者による包括的な施設運

営や専門的な知識・技術を活用することで利用者の満足度の向上を図ることにあります。区

は指定管理者に対し監督権限を持ちます。 

 

１ 応募の資格 

応募する法人は次に掲げる要件を全て満たさなければなりません。応募後に応募の要件

のいずれか一つでも満たさなくなった場合は、指定管理者候補者の選定後であっても失格

とし、指定管理者への指定後は指定を取り消すものとします。 
 

①  応募日時点で、社会福祉法（昭和２６年法律４５号）第２２条に規定する社会福

祉法人であって、足立区（以下「区」という。）内で知的障がい者の共同生活援助

に係る事業を行っていること。 

②  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により一般

競争入札の参加を制限されていないこと。 

③  法人代表者、役員又はその使用人が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条

の６又は第１９８条に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は

逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経過しない者でないこと。 

④  法人又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号）第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引

委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。 

⑤  応募した時点で、労働社会保険諸法令を遵守している団体であること。 

⑥  法人又はその代表者が、障害福祉事業を行う業務に関連する法規に違反すると

して関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。ただし、障害福

祉事業を行う業務に関連する法規違反の認定より３ヶ月以内に改善されるなど改

善意欲が確実に認められる場合は、選定審査会の意見を付して区長決定により、応

募資格のない期間を「１年以上」まで短縮することができるものとします。 

⑦  法人又はその代表者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる
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活動を行う団体でないことのほか、指定管理者としてふさわしくない者でないこ

と。 

⑧  法人又はその代表者が、国税及び地方税その他の公租公課を滞納していないこ

と。 

⑨  法人又はその代表者が、「足立区競争入札参加停止及び指名停止措置要綱」（平成

３１年２月２６日 ３０足総契発第１６５７号）及び「足立区暴力団等反社会的団

体排除措置要綱」（令和３年３月１日 ２足総契発第２３１４号）に定める措置要件

に該当しないこと。 

⑩  公益通報による調査の結果、公益監察員が法令等の違反事実が存在したと判断

し是正勧告がなされた場合は、必要かつ適切な措置を講じることができること。 

⑪  足立区長や足立区議会議員又はその親族が経営する法人・団体等ではないこと。 

 

２ 施設の概要 
 

名     称  足立区大谷田グループホーム 

所  在  地  東京都足立区大谷田一丁目４４番３号 ３階 

事  業  種  別  共同生活援助 

定      員  ７名 

 

３ 業務の概要 
 

①  障害者総合支援法第５条第１７項に規定する共同生活援助事業所を運営するこ

と、及び当該事業所の運営に係る障害福祉サービス介護給付費等の請求事務等、当

該事業所運営に係る各種事務手続等に関すること。 

②  利用者の入居、日常生活に必要な援護及び指導に関すること。 

③  足立区大谷田グループホームの利用者の募集、利用申請、承認、不承認の決定及

び利用契約手続等に関すること。 

④  足立区大谷田グループホーム及び附帯設備等の維持管理（ただし、管理費の範囲

内で指定管理者が実施する小破修繕を含む。）に関すること。 

⑤  足立区地域生活支援拠点等事業実施要綱（令和３年３月１７日 ２足福障発第３

５２７号。以下「要綱」という。）第５条及び第６条の規定に基づく拠点事業所と

して登録した事業所となり、要綱第２条第２項第３号に規定する「体験の機会・場」

の機能の提供を行うこと。 

⑥  その他、区と指定管理者と協議の上、定められた業務に関すること。 

 

４ 指定期間 
 

 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 

 ただし、足立区議会（以下「区議会」という。）の議決により決定されます。 
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５ 管理運営上の諸条件 
 

本件公募により選定・指定された指定管理者は、区と「足立区大谷田グループホームの

管理運営に関する基本協定」（以下「基本協定」という。）を締結していただきます。指定

管理者は、基本協定、年度協定書、管理運営業務仕様書のほか、区に提出し区に承認を得

た事業計画書等に従い、主に「３ 業務の概要」に定める業務を以下の条件により、足立

区大谷田グループホームの管理運営を適正かつ効率的に行っていただきます。 

 

（１）建物、施設、設備、什器、備品等の取り扱い 

指定管理者は、足立区大谷田グループホームにあらかじめ設置されている足立区大

谷田グループホームの建物、施設、設備、什器、備品等、または寄付その他により取得

した物品を利用して業務を行うものとします。備品の取得等は、指定管理者が管理経費

の範囲内において行うものとします。 

（２）事業実施計画 

指定管理者は、毎年度、区が指定する期日までに管理運営業務に係る事業計画書及

び収支計画書を区に提出し、区の承認を得なければなりません。 

（３）関係法令の遵守 

    指定管理者は、以下の法令を遵守する必要があります。 

① 障害者総合支援法及び同法に基づく通知等 

② 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号） 

③ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号） 

④ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号） 

⑤ 東京都障害者グループホーム支援事業取扱要領（令和６年４月１日 ６福祉障

地第１号） 

⑥ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

⑦ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

⑧ 足立区公契約条例（平成２５年９月３０日条例第４７号） 

⑨ その他関係法令 

（４）職員配置 

指定管理者は以下に定める職員職種別配置基準による職員を配置しなければなりま

せん。職員職種別配置基準による配置をすることができないやむを得ない事由があ

る場合には、事前に区と協議の上、職員配置を合意しなければなりません。 

また、指定管理者は、基本協定締結後、速やかに職員を配置し、その氏名、職種、資

格、年齢等を区に報告するものとします。その職員配置に変更があるときも、また同様

とします。 
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職   種 配   置 備   考 

管理者 １人 
業務に支障がない範囲で他の

職務との兼務を可とする。 

サービス管理責任者 １人  

生活支援員 １人  

世話人 ３人  

事務員 （必要数） 
業務に支障がない範囲で他の

職務との兼務を可とする。 

※１ サービス管理責任者は、業務の履行について業務上の管理をつかさどる業務主任者

を兼務すること。 

※２ サービス管理責任者は、常勤職員をもってこれを配置すること。 

※３ 世話人のうちから、宿直を行う夜間支援従事者を配置すること。 

※４ 生活支援員及び世話人については、常勤職員に替えて非常勤職員をもって配置して

差し支えない。その場合、配置する非常勤職員の必要員数の算定に当たっては、障害者

総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）において規定する常勤換算方法を用いること。

なお、常勤換算方法により算定した、非常勤職員の員数は、同じく常勤換算方法により

算定後のその他職員の総計の５割を超えてはならないものとする。 

※５ 事務員についても、常勤職員に替えて非常勤職員をもって配置して差し支えない。そ

の場合、※４における世話人の配置に準拠し、常勤換算方法を用いて必要な非常勤職員

の員数を算出し、配置すること。 

（５）施設の利用 

指定管理者は、足立区大谷田グループホームを管理運営業務以外に利用し、又は第三

者に利用させてはなりません。ただし、区の事前の書面による承諾を得た場合はこの限

りではありません。また、区の事前の書面による承諾を得ずに足立区大谷田グループホ

ーム内の施設、設備等の状態を変更してはなりません。 

（６）管理経費 

区は、足立区大谷田グループホームの管理運営業務の管理経費を指定管理者に支払

うものとします。 

指定管理者は、管理経費の執行にあたってはその使途により、人件費、事務費、事業

費の経費に区分した上で執行しなければなりません。なお、経費区分間の流用を要する

ときは、事前に区に協議しなければなりません。 

本部経費を計上する場合には内訳や按分率、算定根拠などを、また引当金を計上する

場合は、算定根拠や内訳、目的がわかるものをあらかじめ明確に示す必要があります。 

管理経費は、年度ごとに精算を行います。精算にあたっては、管理経費に（７）利用

料金収入及びその他収入を加え、精算後、精算残金が生じたときは、速やかに区に返納

しなければなりません。 



5 

（７）利用料金収入 

家賃、電気代、日用品費、食費、入浴代等は、利用者から徴収する利用料金とし、

足立区大谷田グループホームに係る事業の経費にあてることができます。ただし、前記

（６）のとおり、精算時に管理経費と合わせて精算残金が生じたときは、速やかに区に

返納しなければなりません。設定金額等詳細は別途年度協定にて定めるところにより

ます。 

（８）指定障害福祉サービス報酬 

 別紙「管理運営業務分担表」に定めるとおり、指定障害福祉サービス報酬の介護給付

費等に係る請求事務は、指定管理者が行いますが、請求した報酬収入は区の収入（歳入）

となります。 

（９）業務の再委託 

指定管理者は、調理業務、小破修繕業務、その他、区が特に必要と認めた業務を除き、

管理運営業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。

指定管理業務の一部を第三者に委託するについては、事前の書面による区の承諾が必

要です。 

※ 業務運営は、指定管理者が雇用する職員が直接行うことを基本とします。ただし、

業務内容の特殊性、専門性などの要因により、他の機関が実施するほうが効率的かつ

効果的と判断する場合は、区の事前の書面による承諾を得て第三者に委託することが

できます。 

（10）リスク負担と責任分担 

   別紙「管理運営業務分担表」のとおり 

（11）指定の取消し等 

指定管理者の管理する施設の管理の適正を期すため区が行う指示に従わないとき、

その他当該指定管理による管理を継続することが適当でないと認めるときは、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定管理者

の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命じるものと

します。 

（12）原状回復 

指定管理者は、足立区大谷田グループホームの建物、施設、設備、什器、備品等を滅

失又は棄損したとき、指定期間が満了したとき、又は指定を取り消されたときは、足立

区大谷田グループホームの建物、施設、設備、什器、備品等を速やかに原状に回復しな

ければなりません。 

（13）損害賠償 

指定管理者は、足立区大谷田グループホームの建物、施設、設備、什器、備品等を損

傷又は滅失したときは、これらを弁償し、これらによって生じた損害を区に賠償しなけ

ればなりません。ただし、区長がやむを得ない理由があると認めたときは、その額を減

額し、または免除することができます。 

（14）個人情報の保護 



6 

指定管理者には、足立区個人情報保護法施行条例（令和４年１２月２２日条例第５０

号）の規定を遵守し、足立区大谷田グループホームの管理を行うにあたって、取り扱う

個人情報の保護のために、個人情報を適正に取り扱う義務が課せられます。指定の期間

が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者が職務を退いた後においても、同様

とします。 

（15）その他 

指定管理者は、令和９年度以降に予定している当該建物の大規模改修に係る調査・

設計等への協力及び足立区大谷田グループホーム利用者への説明・対応をすること

とします。 

 大規模改修の内容によっては施設運営に影響が出る可能性があります。改修によ

って実施しなかった指定管理業務の費用相当額は指定管理料から控除します。 

その他、詳細は基本協定で定めるものとします。 

 

６ 公募・選考のスケジュール 
 

項  目 日  程  （全て令和８年） 

公募開始・募集要領の発表 
７月６日（月） 

足立区公式ホームページに募集要領を掲載 

質疑の受付 随時 

質疑の回答 ７月１５日（水）まで 

応募事前通知書の受付と

締切及び提出書類（財務状

況調査用）の提出 

受付開始：７月１６日（木）午前９時から 

応募締切：７月２８日（火）午後５時（期限厳守） 

応募受付の開始と締切及び

提出書類（本応募 審査会

用・見積書類）の提出 

受付開始：７月２９日（水）午前９時から 

応募締切：８月１０日（月）午後５時（期限厳守） 

応募事業者の公表 ８月中旬 

第一次選定審査会 ９月上旬 

第二次選定審査会 ９月下旬 

労働条件の審査 １０月上旬から１１月上旬 

指定管理者指定の議決 １２月 令和８年第４回足立区議会定例会での審議 

指定管理者の公表 １２月 足立区公式ホームページに指定管理者を掲載 

※ 応募事業者の法人名を、足立区公式ホームページで公表します。ただし、応募事業

者が３事業者以下の場合は事業者数のみ公表します。 

※ 現地説明会は、状況に応じて開催いたします。 

現地説明会希望事業者は７月１５日（水）午前９時から午後５時までに、「８ 応募

手続等」に記載されている連絡先にメールと電話、両方でご連絡ください。 
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７ 応募書類 
 

（１）提出書類（事前通知） 

  本公募への申込みを希望する事業者は必ず提出してください。 

  ① 足立区大谷田グループホーム指定管理者 応募事前通知書（第３号様式） 

  ② 提出書類一覧（事前通知）（第４－１号様式） 

  ③ 提出書類（財務状況調査用） 

・ 法人の預金残高証明書（令和８年３月３１日時点のもの） 

・ 直近３事業年度の法人税確定通知書 

・ 直近３事業年度の決算関係書類（確定申告書、事業報告書、事業活動計算書、決算

報告書、資金収支計算書、勘定科目内訳書、財産目録、貸借対照表等の写し） 

 ※法人全体のもの 

（２）提出書類（本応募 審査会用） 

   上記の「（１）提出書類（事前通知）」を提出した事業者のみ、提出することができます。 

  ① 足立区大谷田グループホーム指定管理者 指定申請書（第１号様式） 

② 全体に関する事項 

・ 提出書類一覧（本公募 第４-２号様式） 

・ 審査項目対応資料説明書（一次審査 第５-１号様式・二次審査 第５-２号様式） 

③ 法人に関する資料 

・ 法人概要（法人の沿革、代表者の履歴、役員名簿、役員の経歴書） 

・ 定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 

・ 納税証明書（「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明

用 正本は原本、他は写し） 

・ 法人登記事項証明書（写し） 

※ 本件応募締切日から３ヶ月以内に発行したもの 

・ 直近３事業年度の決算関係書類（確定申告書、事業報告書、事業活動計算書、決算

報告書、資金収支計算書、勘定科目内訳書、財産目録、貸借対照表等の写し） 

 ※法人全体のもの 

※ 提出した直近３事業年度の決算関係書類に今年度のものが含まれない場合に

は、提出締め切り後であっても今年度分の決算が確定した際に追加で提出するこ

と。 

・ 職員の平均勤続年数・平均給与（基本給月額） ※法人全体のもの 

  ・ 各種マニュアル・規程 

ア 法令遵守（コンプライアンス）に関する資料 

イ 給与規程（手当てに関する規程を含むもの） 

ウ 職員就業規則（正規職員、非正規職員） 

エ 職員の福利厚生に関する規程類一式（育児休業規程、介護休業規程、他）及び

育児休業・介護休業の取得率がわかる資料 

オ 個人情報保護に関する資料 
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カ 苦情対応マニュアル 

キ 災害対策マニュアル（法人の防災対応計画含む） 

ク 事件・事故マニュアル 

ケ 法人が外部の専門家のチェックを受けていることがわかる資料 

コ 上記の専門家のチェックを活かしたことがわかる資料 

 ・ 同種事業所・他業種事業所の実績資料 

 ・ 令和６年度以降の監督官庁の指導監査における指摘文書及び改善報告書一式 

 ※ 法人本部に対するもののみとします。 

④ 施設運営の提案に関する書類 

・ 各種計画 

     ア 事業計画書 

イ 収支計画書（施設の管理運営に係る期間において年度ごとのもの。将来的なコ

スト増や物価上昇、賃金水準トレンドを見込んだ計画とすること。必要経費と

収入は相殺せず、各々明記すること。） 

ウ 職員配置計画（正規・非正規、任期の有無を明記） 

エ 職員育成・支援計画 

オ 利用者支援計画 

カ 防災計画 

キ 利用率向上計画 

ク 広報活動計画 

ケ 実習生・ボランティア受入計画 

コ 地域活動計画 

 ・ 施設長（管理者）予定者氏名および予定者の経歴書 

⑤ その他 

 ・ 過去の事件・事故に関する回答票（令和６年度以降・第７号様式） 

（「別紙２ 事件・事故等の公表基準」に照らし該当となる事象のすべてです。また、

保有資格の虚偽申告など過去の発注者や協定先等に対する不適切行為を含みます。

指定管理業務だけではなく法人全体の業務が対象） 

※ 回答票に記載があるからといって、必ずしもマイナス評価とはなりません。再

発防止策、改善状況、事故を踏まえての管理方針の内容によっては、評価項目に

照らし好評価となる場合もあります。ただし、虚偽の記載を行った、または故意

に記載しなかったと選定審査会が合議により判断した場合は失格となります。 

※ 利用者名等の個人情報は記載しないでください。 

（３）提出書類（本応募 見積書類） 

   見積金額は「９ 最低制限価格」以上かつ、「１０ 提案上限金額」以下であること。 

① 見積金額（令和９年度分） 

② 見積金額内訳（令和９年度分） 

※ 本部経費を計上する場合には内訳や按分率、算定根拠などを明確に示す書類
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を添付すること。また引当金を計上する場合は、算定根拠や内訳、目的がわか

るものを添付すること。 

 

８ 応募手続等 
 

（１）提出期間、提出場所 

① 提出部数  

・ 提出書類（事前通知） 

  ア 足立区大谷田グループホーム指定管理者 応募事前通知書（第３号様式）  

１部（正本） 

  イ 提出書類（財務状況調査用） ５部（写し） 

    ※ 個人情報部分を黒塗りしたものを提出してください。 

・ 提出書類（本応募） 

ア 足立区大谷田グループホーム指定管理者 指定申請書（第１号様式） 

１部（正本） 

イ 提出書類（本応募 審査会用） １６部（正本１部、写し１５部） 

※ 個人情報部分は黒塗りしたものを提出してください。 

       ウ 提出書類（本応募 見積書類） １６部（正本１部、写し１５部） 

         ※ 「イ 提出書類（本応募 審査会用）」の最後に綴ってください。 

② 様式  

・ 区指定様式以外は任意様式とします。原則としてＡ４縦判で作成してください。 

・ １項目につき１ページ程度で作成してください。 

・ 可能な限り、両面印刷にて書類を作成してください。 

・ 書類はページ番号を表示し、インデックスを付してください。 

・ 書類は色の統一したフラットファイル（Ａ４、縦型、左綴じ）で綴り、表紙及び背

表紙に件名（「足立区大谷田グループホーム 指定管理者申請関係様式 提出書類

（○○○用」）、法人名を表示してください。 

③ 提出方法 

 下記提出先へ、「６ 公募・選考のスケジュール」の定める期間に書類を直接持参

してください。なお、持参する際は、必ず事前に電話連絡し提出時間（来庁予定）を

予約してください。 

窓口持参以外（郵送及びその他）の方法により提出された書類は、無効な手続きと

して一切受付いたしません。 

 

（提出先） 
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（２）その他 

① 提出書類の取り扱い 

提出書類の著作権は、応募事業者に帰属します。ただし、区は事業者の公表等必要

なときは、提出書類の内容を応募事業者の承諾を得ずに無償で使用できるものとし

ます。なお、一度区へ提出された提出書類等は、返却いたしません。 

② 追加書類の提出 

区が必要と認めるときは、追加書類の提出を求めることがあります。 

③ 情報の公開 

足立区情報公開条例（平成１２年７月１３日条例第９１号）に基づき、応募事業者

の提案内容については、個人情報を除いて公開することがあります。なお、応募事業

者等の利益を明らかに損なうと認められる事項は、非開示情報とすることがありま

す。 

④ 応募事業者の公表 

提出書類等提出後、応募事業者の法人名を、足立区公式ホームページ等で公表しま

す。ただし、応募事業者が３事業者を超える場合に限ります。 

⑤ 費用負担 

提案書類等作成のほか、本事業公募の参加及び応募に係る費用は、すべて事業者の

負担とします。 

⑥ 事実相反 

提出された提案書類等の内容に、事実と異なる記載があった場合は、指定管理事業

者として選定された後でもその選定結果を取り消し、区は締結した基本協定を破棄

できるものとします。 

 

９ 最低制限価格（令和９年度分） 
 

 ３５，５２０，０００円 

 

１０ 提案上限金額（令和９年度分） 
 

４３，５００，０００円 

足立区 福祉部 障がい福祉課 障がい施設支援係 

足立区中央本町一丁目１７番１号 

（足立区役所 本庁舎・北館１階） 

電   話 ０３－３８８０－５７０８（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ ０３－３８８０－５７５４ 

Ｅｍａｉｌ s-fukusi@city.adachi.tokyo.jp 
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１１ 選考候補者の選定方法等 
 

（１）選定基準 

選考にあたっては、以下（２）及び（３）に定める事項を基準として判断いたします。

なお、選定審査基準は評価シートによります。第一次選定審査会（書類選考）の評価点

は第二次審査会の評価点に加点となりません。 

（２）第一次選定審査会  

方法 書類選考 

提出された書類に基づき評定を行い、上位３者を第二次審査の対象とします。 

財務状況調査の結果が「不適合」または税理士により「事業継続能力なし」と判断さ

れた場合には書類選考の段階で失格となります。 

（３）第二次選定審査会 

  ① 方法 事業計画書に基づくプレゼンテーション 

・ プレゼンテーションは施設長（管理者）予定者が行ってください。 

・ プレゼンテーションの際にパワーポイント等のプレゼンテーションアプリケーシ

ョン（以下単に「パワーポイント」とします。）の使用を認めます。 

② 時期 令和８年９月ごろ（詳細については別途連絡します。） 

③ その他 

・ 第二次選定審査会当日の追加資料は、パワーポイントの画面を紙に複写したもの以

外は認めません。 

・ 必要に応じて、委員からヒアリングを行います。 

・ １事業者の説明時間は２０分以内とします。（説明２０分 質疑１０分） 

（４）選定結果の通知 

   選定結果については、応募法人全員に文書で通知します。 

（５）選定結果等の公表 

   応募の概況（経過、応募事業者名等）や選定結果（指定候補者名、選定理由等）につ

いて、足立区公式ホームページ等により公表します。ただし、応募事業者名については、

応募事業者が３事業者を超える場合に限ります。 

 

１２ 選定後の手続き等 
 

（１）仮協定書の締結 

   指定管理者候補者の選定後、必要に応じて仮協定書を締結します。 

（２）社会保険労務士による労働条件審査の実施 

足立区大谷田グループホームは、足立区公契約条例の対象施設となります。 

選定審査会で選定候補者となった団体については、労働社会保険諸法令遵守の状

況確認のため、労働条件審査主要チェックシート２８（様式第６号）の提出ととも

に、社会保険労務士による労働条件審査を受けて、合格する必要があります。これ
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らチェックシートの確認や労働条件審査（書類審査、現地調査、ヒアリング）の合

格を経て、足立区議会での審議となります。労働条件審査のうち書類審査で必要な

以下の書類については、チェックシートとともに提出が必要になります。なお、別

途追加資料をお願いする可能性もあります。 

【事前提出書類（すべて「写し」で可）】 

提出資料の対象範囲は、選定の対象となる事業所部門、新規応募の事業者につい

ては指定管理が予定されている部門において、全職層を含む上限１０名分とする。 

ア 就業規則 

給与規程、育児介護休業規程、退職金規程等も含む（正社員のみならず、パ

ートタイマー、契約社員に適用するものも含む） 

イ 労働者名簿（上記で対象範囲とした従事者） 

ウ 出勤簿、タイムカード（上記で対象範囲とした従事者の直近３ヶ月分） 

エ 賃金台帳（上記で対象範囲とした従事者の直近３ヶ月分） 

欠勤控除・日割計算・超過勤務手当計算の方法を別途明記する。（特に１ヶ

月の平均所定労働時間数、所定労働日数） 

オ 労働条件通知書または雇用通知書（上記で対象範囲とした従事者） 

カ 労使協定書、協定届 

時間外労働・休日労働に関する協定（３６協定）、変形労働時間制に関する

協定、賃金の控除に関する協定、所定労働時間制に関する協定、賃金の控除に

関する協定、６５歳までの継続雇用に関する協定など 

キ 年次有給休暇管理台帳（上記で対象範囲とした従事者） 

ク 健康診断報告書（受診項目、受診者数、「常時使用する労働者」に該当する

個々の者が受診したことを確認できるもの。医療機関の領収書に、受診者一覧

の記載があればその写しでも可だが、ない場合は、個々の診断結果の写しなど

が必要である。） 

なお、常時５０人以上の従業員がいる事業者の場合は、「定期健康診断結果

報告書」の写しも合わせて提出が必要である。 

ケ 衛生管理者、産業医選任報告書、安全衛生推進者、作業主任者修了証 

コ 安全委員会・衛生委員会会議録（直近３ヶ月分） 

サ 雇用保険被保険者一覧（ハローワークにて公布） 

シ 労働保険料申告書 

ス 健康保険料申告書 

セ 健康保険・厚生年金保険被保険者算定基礎届（控）、または標準報酬決定通 

 知書 

ソ 障がい者雇用状況報告書 

【注意点】 

ア 事業者が個人データを含む資料を提出する際は、個人情報の保護に関する法律二

十三条の規定による本人の同意が必要となる。 
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本人同意は、以下ⅰⅱを記載した書面で行うことが必要。 

ⅰ 提供の目的（労働条件審査） 

ⅱ 情報の利用者（足立区職員・東京都社会保険労務士会足立・荒川支部社労

士） 

全員の同意が得られない場合は、個人情報（氏名・住所・電話番号）のマスキン

グ（非開示）が必要となる。 

イ マスキングについては以下の通りとする。 

・ 労働者名簿や賃金台帳の氏名をマスキングする際は、同一人の称号をするため

の符号を入れる（Ａさん、Ｂさん・・・等） 

・ 生年月日・性別はマスキングしない。 

・ 健康診断報告書の産業医・労働者・提出者の住所・氏名・電話番号・印影はマ

スキングする。 

・ その他、マスキングは審査に支障が生じないよう留意し、最小限度にする。 

ウ 事業者から提出された書類（原本）は、自己確認チェックシート及び就業規則を

除き、労働条件審査の終了後、事業者に返却する。 

【労働条件審査の実施に関する失格要件および是正】 

ア 労働条件審査の結果及び別に定める基準に基づき、区が労働条件等について本格

的是正又は悪質と判断する選定候補者は当該選考において応募資格を失う。 

イ 上記以外の事業者に対し、是正の必要があるものについて、期間を定めて是正を

求める。期間とは、事業者に是正を求めた日の翌日から14日間とする。是正の確

認については、是正期間終了後３日以内に書面等で確認する。期間内に是正され

たと認められない場合は、応募資格を失う。 

（３）区議会の議決（指定の議決） 

労働条件審査合格後、指定管理者候補者を指定管理者に指定する議案を区議会に上

程し、議決を受けます。ただし、区議会の議決を経るまでの間に、指定管理者候補者を

指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、指定管

理者候補者の決定を取り消すことがあります。 

なお、区議会が議決しなかった場合及び否決した場合においては、指定管理者候補者

が当該施設の管理運営事業を実施するために支出した費用・提供したノウハウの対価

等については、区は一切の責任を負わず補償は行いません。 

（４）指定の通知 

区は、区議会の指定の議決後、指定管理者候補者を指定管理者に指定する旨を通知し

ます。 

（５）協定書の締結 

区議会の指定の議決後、正式に協定書を締結します。ただし、区は、区が指定管理者

との間で基本協定書を締結できる見込みがないと判断したとき、区が指定管理者との

基本協定書の締結に向けた協議の継続が困難と判断したときは、選定候補者の選定を

取り消し、次順位の選定候補者を指定管理者に指定することができるものとします。こ
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の場合において、選定の取消しにより選定候補者に生じた損害等について、区は賠償そ

の他の一切の責任を負わないものとします。 

 

１３ その他 
 

（１）業務の引継ぎ 

区議会の指定の議決後、原則、引継ぎに関する協定書を締結します。指定管理開始ま

での期間は、区立会いのもと、現指定管理者と指定管理者候補者において引継業務を行

います。引継業務の詳細については区が指定管理者候補者に提示します。なお、本業務

に係る経費は、各法人の負担とします。 

   ※ 現指定管理者が指定管理者候補者に選定された場合は、引き継ぎを行いません。 

（２）業務評価 

区は、指定管理者が事業計画書に基づき提供する業務の水準を確認するため、地方自

治法に基づき、毎年度、区が委嘱する外部委員を含む評価委員会による業務評価を行い

ます。評価項目や実施方法については別途指定します。 

（３）その他 

① 指定管理者候補者が募集要領記載の内容に反した場合は、指定管理者候補者の決

定を取り消すことがあります。 

② 本件公募に関して、選定審査会委員への接触を禁止します。また、業務に従事する

職員、関係者に対し、本件募集要領に関する質問以外の接触を禁止します。万一、不

適切な接触の事実が認められた場合は失格とする場合があります。 

 

１４ 問い合わせ先 
 

 足立区役所 福祉部 障がい福祉課 障がい施設支援係 

電   話 ０３－３８８０－５７０８（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ ０３－３８８０－５７５４ 

Ｅｍａｉｌ s-fukusi@city.adachi.tokyo.jp 
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別紙 

管理運営業務分担表 

施  設 内    容 区 
指定 
管理者 

備考 

足立区大谷田グ
ループホーム 

利用者の募集及び調整に関すること  
 利用者の募集  ○  

利用調整  ○  
利用手続きに関すること  
 利用承認等の決定  ○  

利用契約の内容及び重要事項等の説明  ○  
利用契約の締結  ○  
契約内容報告書の作成及び提出  ○  

利用者の処遇に関すること  
 施設支援計画書の作成  ○  

年間事業実施計画書の作成  ○  
各事業の実施（生活指導、健康管理、社
会適応訓練等） 

 ○  

運営委員会等の設置  ○  
障害者総合支援法に関すること   

 社会福祉統計の作成、報告（毎月）  ○  
受給者異動情報の作成及び報告（毎月）  ○  
利用者利用料の徴収（毎月）  ○  
指定障害福祉サービスの報酬請求（毎
月） 

 ○  

利用者家賃助成の代理請求  ○  
施設の維持管理等に関すること  
 施設、附帯設備及び物品の維持管理（委

託料の範囲内）に関すること 
 ○  

施設、附帯設備及び物品の維持管理（委
託料の範囲外）に関すること 

○   

施設の清掃その他環境整備に関するこ
と 

 ○  

施設の大規模修繕及び改修に関するこ
と 

○   

休業日の変更及び臨時休業日の決定  ○  
災害予防計画の作成及び訓練の実施  ○  

その他   

 保護者等との連絡会及び地域連携推進
会議の開催 

 ○  

たよりの発行  ○  
保護者等に対する相談及び啓発  ○  
苦情を受け付ける窓口の設置等必要な
措置 

 ○  

証明書の発行及び返還  ○  

 

 


